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 中国における婚姻の法的規整の構造一婚姻の成立と事実婚
 (主査)
 教授 水野紀子 教授 河上正二
 論文内容の要旨
 本論文は、 中国における婚姻統制の実態を、 法規範のみならず、 その管理の現状を紹介
 するものであ る。
 序章で本論文の目的と方法が概説されたのち、 中国婚姻法が規律する婚姻の成立及び事
 実婚の地位が次のような順序 で検討され る。
 第一章は、 実質的婚姻要件における婚姻意思を取り扱 う。 婚姻法は婚姻意思に関 して、
 婚姻の成立は男女双方の自由意思によらなければならないと規定すると同時に、 国または
 特定機関が特別な理由で双方の婚姻自由意思に一定の制限を加えることができる仕組み
 となっている。 第二章では、 実質的婚姻要件として、 婚姻適齢、 一夫一婦制、 婚姻禁止要
 件等の内容が考察される。 中国婚姻法の婚姻適齢は法律婚の成立要件だけではなく、 事実
 婚にも適用される点で特徴的である。 婚姻禁止要件には近親婚の禁止のほか、 医学上結婚
 して はいけないとみなされた疾病 に罹患 した者 の婚姻の禁止が含まれる。
 以上の第二章までは主として婚姻法の紹介と分析であるが、 第三章以下では、 その適用
 の実態が詳しく描かれる。 第三章では、 婚姻成立の形式的な要件である婚姻登記制度を取
 り扱う。 中国婚姻法は婚姻登記制度を採用 し、 婚姻登記を成立に欠くことのできない要件
 と して強調 しているが、 実務においては、 事実婚が一定条件のもとで限定的に承認されて
 いる。 婚姻登記機関及び管轄、 婚姻登記の申請及婚姻登記機関の審査、 婚姻登記の具体的
 手続きについて考察される。 とりわけ最近の事実婚に対する政策変更を意味する、 婚姻登
 記条例改正及び婚姻登記制度改正に関する議論が詳細に検討される。
 第四章では、 中国家族法の難問の一つである事実婚問題をまとめて取り扱う。 中国にお
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 いては、 1950 年の婚姻法が制定された当初から厳格な婚姻登記制度を採用 したにもかかわ
 らず、 事実婚は依然と して多く存在する。 国の事実婚対策は、 婚姻登記制度を実行 しなが
 ら事実婚を一定条件のもとで限定的に承認 して法律婚の効果を与えるものであった。 すな
 わち、 事実婚を違法婚姻と判断し、 婚姻と認める厳格な基準を決定して、 基準に合致する
 事実婚のみを婚姻と認めた。 1980 に改正された婚姻法は計画出産を実行する原則を取入れ
 たことによって、 婚姻と認められない事実婚に対 して一定の制裁を与えるようになり、
 1980 年代の半ば頃から 1990 年代の後半までの事実婚弾圧はとりわけ厳 しかった。 この章
 では、 事実婚の発生原因、 歴史と現状、 とりわけ時期によって異なる国の事実婚対策の変
 化が描かれる。
 終章においては、 以上のような中国法による婚姻に対する規律は、 家族の実態を強行法
 的に時の政策 に合わせて改変 しょうとするものであると して、 そ の評価が行われる。
 婚姻法の司法解釈においては、 違法という概念が広く用いられる。 早婚 (事実婚でもある)
 や事実婚は違法とされる。 違法同居の制裁は、 刑事罰や行政処分によって行われた。 こう
 して事実婚のみならず、 あらゆる男女関係に、 婚姻の成立要件を適用 し、 適法ではない男
 女関係を抑圧 しょうと してきた。 このような法的規制は、 目本法のように法律婚以外の男
 女関係を自由の領域にとどめる法のあり方とは、 異なったものである。 日本の家族法は、
 自由の領域を前提としているために、 その改正は、 家族の実態とは直結 しない。 しかし中
 国の家族法は、 すべての家族をそれに合わせることを意味し、 法の規定する家族だけを存
 在させるという強い意識的な目的をもつ。 法の決めた要件に適合 しない家族は存続させな
 いという国家意思である。 中国の家族法は、 日本の家族法よりもはるかに強い強制力と規
 範力 を もっと評価される。
 もっとも、 2000 年の婚姻法改正によって事実婚の補正登記制度が新設されて、 事実婚は
 違法評価を受けなくなった。 特に 2001 年以来の最高人民法院の司法解釈によって、 事実
 婚配偶者の相続権まで認められた。 かく して婚姻登記と事実婚を両立させていくことが、
 中国法の当面の課題であるとされる。
 論文審査結果の要旨
 わが国において、 中国婚姻法を紹介する論文はかなりの数が刊行されている。 しかし婚
 姻法の条文と解釈の紹介に留まるものがほとん どであり、 本論文のように、 その適用の実
 態にま で踏み込んで紹介する邦語文献はなく、 本論文の研究は、 中国における婚姻統制の
 全体像を描き出すことに成功 している。 そこに描かれた婚姻統制の実態は、 目本法の常識
 からかけ離れた驚く べきものであり、 きわめて興味深い。 中国における婚姻法は、 法律婚
 の要件・効果を定めるばかりではなく、 婚姻登記の機会に各地方政府がさま ざまな介入を
 することが可能となっている。 それどころか、 事実上のカップル形成に対 して、 行政権力
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 が、 広汎な裁量権で強権的に介入 し、 その生活実態に踏み込んで規制するものであり、 必
 要とあれ ばそ の事実婚カ ッ プルの事実上の離別 をも強制するものであ る。
 著者の本国法の紹介論文ではあるが、 ただ本国法の文献を翻訳 してまとめたものではな
 く、 著者独自の視点で、 婚姻登記の行政的実態など、 広汎な資料を収集 して検討した上で
 叙述した労作である。 本論文の随所に紹介されているように、 本国の法律学の学説水準は、
 婚姻法の条文を解説するか、 せいぜい抽象的な感想を述べるにと どまるものであって、 著
 者のように、 男女のカップル全体を対象とする法的統制を問題とする視点に基づいて、 そ
 の実態を可視化する問題意識をもたない。 著者の視点は、 著者が留学の成果と して獲得し
 た日本法の知識から得られたもので、 その視点から本国の諸制度を改めて理解 し直 して分
 析 している。 その成果は、 日本の法学にとっても、 比較法的な示唆に富む興味深いもので
 ある。
 目本法と相対視することによって本国の厳 しい統制を客観的に認識 したとはいえ、 著者




 そ してた しかに本論文は、 現状を描いたとはいえ、 その処方箋を書く には至っていない。
 また本国の学説の記述に規定された観のある婚姻法の解説の前半部分と、 著者が自分で収
 集 した調査資料による実態の紹介の後半部分との記述に乖離があり、 論文全体の整理が十
 分には行われていない。 したがって本論文が未解決に残 し、 取り組むべき課題 は大きく、
 今後の発展が望まれる。 しかし、 本国の議論の現状を考えると、 著者が独力でここまで包
 括的な視点をもちえたことを評価すべきであろう。 著者が今後、 本国の法学に大きな寄与
 を成すことは疑いのないところである。 以上により、 本論文を博士 (法学) の学位を授与
 するに値するものと認める。
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